
予算要求資料
平成31年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費
	事業名　インバウンド向け外国語観光ガイド育成事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部観光国際局海外戦略推進課　アジア誘客係　電話番号：058-272-1111（内2356）　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11336@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　8,900千円（前年度予算額：8,900千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	8,900
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,900

	要求額
	8,900
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,900

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　・今後、2020年の東京オリンピック開催に向けて国はさらなるインバウンド
促進施策を展開することとしており、また、通訳案内士法の改正により、有
償・無償を問わず、外国語での観光ガイドをする人が全国的に増えるものと
推測される。ガイドによる情報の発信は旅行の充実度に大きく関与し、観光
客のリピーター化や、ＳＮＳ発信等による新規観光客の獲得にも寄与すると
考えられるが、一方で、ガイドの質の低下による悪影響が懸念されていると
ころでもある。
　・そこで、質の良い観光ガイドの育成により外国人観光客の旅行を充実させ、
次の来訪や良い情報発信につなげることをめざし、外国語で岐阜県の観光魅
力を的確に説明することのできる「外国語観光ガイド」を育成する。
（２）事業内容

　①外国語観光ガイドマニュアルの作成【7,150千円】　
　②「外国語観光ガイド」現地研修【1,750千円】
（３）県負担・補助率の考え方

　・外国語観光ガイドの育成は地域によりレベルや人数等運営にばらつきが出ないよう、また複数の市町村にまたがる広範囲なエリアの案内ができるよう、県が率先して実施すべきでものあり、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	188
	県内アテンド


	委託料
	8,712
	取材費、翻訳費、印刷製本費、講師人件費、会場費等

	合計
	8,900
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　・長期構想
　　１　新たな「成長・雇用戦略」の展開

　　　・外国人観光客のさらなる拡大に向けた取組の強化

　・岐阜県成長・雇用戦略
　　最重要プロジェクト「観光産業の基幹産業課プロジェクト」

（２）国・他県の状況

　・国において「通訳ガイド制度の充実・強化」として予算を新規計上
　・他都道府県においても同様の事業を実施しており、県が事業予算を負担
（３）後年度の財政負担
　・次年度以降も継続して実施する。
（４）事業主体及びその妥当性
　・外国人観光客の誘致については、長期計画でも位置づけた県の役割であり、
　　必要経費を負担する。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　２０２０年までに外国人宿泊者数１５０万人とする目標を達成するため、外国人観光客に対して、質の良い観光ガイドにより、岐阜県の旅を充実させ、さらなる観光客の来訪に繋げられるよう、外国語観光ガイドを育成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	外国人延べ宿泊者数
	（H  ）
	93万人
（H27）
	101万人
（H28）
	98万人
（H29）
	150万人
（H32）
	65.3％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　第1回研修「匠の技」編　　　平成30年  9月開催　30名参加
　第2回研修「東美濃地域」編　平成30年 11月開催　30名参加
　第3回研修「長良川流域」編　平成31年  2月開催　30名参加


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　　毎回募集人数を2倍以上超える申し込み者があり、外国語観光ガイドに対する強い意欲を持った参加者に質の高いガイド育成研修を行うことができた。今後もテーマを変えた研修を継続することで、県内をガイドできる人材を多く輩出できることが見込まれる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

〇

	国は、２０２０年のオリンピック・パラリンピックを見据え、訪日外国人旅行者４，０００万人の目標に向けた取組みを強化していることから、岐阜県もこれを好機と捉え、積極的な施策を展開していく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

〇

	岐阜県を訪問する外国人観光客は増加しており、一定の成果が上がっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　日本国内及び海外両面での取組みを強化することにより、ターゲット国における本県の認知度が向上し、本県を含む旅行商品の造成につながるなど、着実に成果が現れている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　団体旅行から個人旅行へシフトチェンジする中、個人の嗜好に合わせた様々な着地型旅行を準備する必要があり、そのためには早急に外国語案内ガイドを数多く育成する必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

今年度実施できなかった地域における外国語観光ガイドの育成に取り組む。



